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は　じ　め　に
企業の海外進出に伴い，International Human Resource Management（IHRM）が重要な課題となっ
てきている．企業の海外進出といってもその内容は，製品の輸出（商社を通じた間接輸出・メーカー
が独自に行う直接輸出），海外への証券投資，海外への直接投資（販売拠点の設立，生産拠点・研
究開発の設立など．直接投資には単独投資と合弁による投資がある），ライセンス供与，業務提携
などさまざまな形態（竹内 2002）があるが，これらの海外進出の形態の中でも特に IHRMが重要と
なるのは，本社従業員の海外赴任や海外進出先での従業員雇用などが発生する海外直接投資である．
日本企業の海外直接投資は 1985年のプラザ合意後の円高以降急速に拡大し，それ以降 IHRMは日
本企業の重要な課題として定着している．本論文の目的は，英文文献調査に基づいてこれまで
IHRMに対して英語圏諸国を中心に西洋諸国において，どういう分野でどういう議論が行われてき
たか，を概観することにある．特に IHRMのフレームワークに焦点をあて，国際的な人事配置・
異動・処遇・育成といった個別の HRM施策は議論からはずすこととする．
Ⅰ．IHRMの対象範囲
IHRMと一言でいってもその内容は多岐にわたり，対象領域は人によって異なる場合が多い．本
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論文では HRMの領域を，個別企業の IHRM，経済・企業活動のグローバル化の行方，HRMの国
際比較，の 3つに区分することとする．なお世界規模の経済・企業活動のグローバル化と HRMの
国際比較の 2つは，個別企業の枠を超えた視点として大きな区分としてはひとつに括られる．
本論文が指摘する 3領域のうち，筆者は IHRMの中心は個別企業の IHRMと認識しているが，
個別企業を超えた視点は，個別企業の IHRMを考える上で避けて通れない．すなわち国際的なグロー
バル化は個別企業にとって重要な外部経営環境であり，グローバル化によって世界的に HRMがど
のように変化していくのか，本社が位置する国（Home Country）あるいは進出先の国（Host 
Country）の HRMはどのように変化していくかは重要な視点である．また HRMの国際比較も，個
別企業が現地法人における HRMを考える上で不可欠な視点であり，同時に自国の HRMが国際的
にみてどういう特色をもっているかを知ることも，自社の IHRM構築に重要な視点となる．本論文
が対象とする IHRMの領域をまとめると以下のようになる．
IHRMの対象領域
（1）個別企業の IHRM
（2）企業の枠を超えた視点
（2.1）経済・企業活動のグローバル化の行方
（2.2）HRMの国際比較
なお，前述のように本論文ではグローバルマネージャーの育成やローカルスタッフの育成など国
際化に伴なう人材育成や国際的な人事配置・処遇など具体的な HRM施策は議論からはずすことと
する．
Ⅱ．経済・企業活動のグローバル化の行方
1．グローバル化の進展度合い
海外進出に伴う個別企業の視点が IHRMの主たる対象と記したが，最初に個別企業の枠を超え
た視点を取り上げる．個別企業が IHRM戦略を構築する際には，外部環境の検討がまず行われる
と思われるからである．最初に経済・企業活動のグローバル化からみていく．
議論のスタートははたして本当にグローバル化は進展しているのかである．Sparrow他（2004）は，
この問題に対して，大きな進展はないという意見とグローバル化は進展しているという 2つの意見
を併記して紹介している．大きな進展はない，とする立場では人材面を含めてグローバル化は議論
されるほどには実際には進んでいないことを以下のような数字を示して紹介している．たとえばア
メリカ企業の CEOのうちアメリカ国籍以外の CEOはわずか 3％であり，先進諸国の中で最も企業の
グローバル化が進んでいるといわれるイギリス（Marginson 1994）においても，FTSE100社のうち
イギリス国籍以外の人が CEOをつとめるのは 26％の企業である．これに対して，グローバル化は
進展しており今後ますます進展する，との立場では，以下のような事例を用いて議論を行っている．
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たとえば 20年前は一部の製造業が海外に生産拠点を移していたにすぎないが，近年はクレジット
カード業・ソフトウエア開発などのサービス産業でも海外へのシフトが起こっている．さらに近年
のインターネットや他の国際メディアの発達などによっていっそうグローバル化が進展するだろう．
2．グローバル化に対する理論的アプローチ
以上のようにグローバル化によって変化は起こっているのか，起こるとしたらどの程度起こって
いるのかには相反する意見がある．はたしてグローバル化によって世界的に HRMを含めた企業の
戦略はどの程度変化していくのか．次にこの問題に対する理論的アプローチをみていく．
世界の経済構造あるいはビジネスシステムに対する視点は，Universalist Approachと Contextual 
Approachに大きく 2つに分かれる（Sparrow他 2004） 1）．Universalist Approachは経済構造や企業行
動を決定する重要な要因に，世界各国で大きな違いはないという立場にたつものである．市場での
競争に焦点を当てる市場経済学や，技術進展に注目するインダストリアリズム，人間の基本的なモ
チベーション構造などに大きな違いはないとする心理学，などはこの立場にたつ（Child 2000）．ビ
ジネスの場でこの立場を代表するものとして，世界各国の企業で行われているベストプラクティス
を参考にしていこうというベストプラクティスアプローチが挙げられる（Holden 2001）．
これに対して Contextual Approachは国によって効果的な経済構造や企業行動は異なるという立
場である．世界各国ではそれぞれ法律や税制，政府施策，社会習慣などが異なる．経済構造や個々
の企業の活動は各国の状況に適したものであることが必要であるため，各国によって効果的な経済
構造や企業行動は異なってくるというのがこの立場の主張である．Universalist Approachと Contex-
tual Approachの立場の違いによって，経済構造・企業行動の今後の方向についても見解は異なって
くる．Universalist Approachでは世界各国で経済行動を決定する重要要因に大きな違いはないとす
る立場をとるため，将来的に世界各国の経済構造や企業行動などは似通った方向に収斂（Convergence）
していくという立場となり，Contextual Approachでは経済行動などを決定する環境要因は各国によっ
て違いがあるとする立場をとるため，世界各国の経済構造や企業行動などは異なった（Divergence）
まま残るとする立場をとる（Sparrow他 2004, Child 2000, Lane 1989, 1995, Whitley 1992, 1999, 
Berger 1996）．この収斂か異なったままか（Convergence VS Divergence）の論争は経営学で長年行
われているものである（Kerr他 1962, Child 1981, Berger 1996）．また企業行動などが各国で収斂し
ていくのは，世界的規模での収斂というよりも EUなどの地域的な収斂の部分のほうが大きいとす
る立場もある（Marginson and Sisson 2002）
3．Contextual Approachの理論的背景
以上，世界各国の経済構造・企業行動に対する対立する 2つの見方を紹介したが，ここでは世界
1） High Context Perspective, Low Context Perspective（Child 2000）など別の呼び方もある．
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各国で適した経済構造や企業行動は異なるとする Contextual Approachに対する理論的背景を紹介
する．Contextual Approachの理論的背景としては，Cultural Approachと Institutional Approachが挙
げられることが多いため（Lane 1989, 1995, Wilkinson 1996, Child 2000），この 2つのアプローチを概
観する．
3.1　Cultural Approach
はじめに Cultural Approachについて．Cultural Approachは言葉のとおり国によるカルチャーの違
いから国によって HRMの特色が異なることを説明しようとするものである．カルチャーの定義は
数多くあるが，ここでは“collective programming of the mind which distinguishes the members of one 
human group from another”（Hofstede 1980; 25pp）を用いる．紹介方法は，Hofstedeと Hamdpen-
Turner and Trompenaarsの研究成果を通して Cultural Approachの具体的な内容をみていくというも
のである．
（1）Hofstedeの研究
Hofstede（1980）は世界 40カ国の IBMの社員を対象に，国によるカルチャーの違いを明らかに
しようとした．Hofstedeがカルチャーの尺度として用いたのは，Power Distance Index（権力の格
差の度合いに関する指標）＝ PDI，Uncertainty Avoidance Index（不確実性の回避の度合いに関す
表 1　4指標の強さの度合い
国 PDI UAI IDV MAS
アルゼンチン 49 86 46 56
オーストラリア 36 51 90 61
オーストリア 11 70 55 79
ブラジル 69 76 38 49
カナダ 39 48 80 52
フィンランド 33 59 63 26
フランス 68 86 71 43
イギリス 35 35 89 66
ドイツ（西ドイツ） 35 65 67 66
インド 77 40 48 56
イタリア 50 75 76 70
日本 54 92 46 95
オランダ 38 53 80 14
シンガポール 74 8 20 42
スペイン 57 86 51 5
スウェーデン 31 29 71 70
タイ 64 64 20 34
アメリカ 40 46 91 62
平均（40カ国全体） 52 64 50 50
標準偏差（40カ国全体） 20 24 25 20
Hofstede（1980; 315pp）より抜粋
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る指標）＝ UAI, Individualism Index（個人主義の度合いに関する指標）＝ IDV, Masculinity Index（男
性化の度合いに関する指標）＝MASの 4つであり，この 4つの指標によって 40カ国のカルチャー
の特色を探っていった．4つの尺度による各国の指標は表1のとおり（40カ国のうち18カ国を抽出）．
（2）Hampden-Turner and Trompenaarsの研究
Hampden-Turner and Trompenaars（1993）は，普遍主義対個別主義，個人主義対集団主義，感情
表出的文化対感情中立的文化，関与特定型文化対関与拡散型文化，達成型地位対属性型地位（地位
の付与方法），順次的対同期的（時間管理の方法），内部志向対外部志向（自然との関わり）という
7つの対極的な立場によって各国のカルチャーを比較した．
さらに Hampden-Turner and Trompenaarsはこれらの国民文化を企業文化に連動させ，平等主義
対階層制，課業志向対人間志向の 2つの軸から，組織と従業員の関係を，家族権力志向的文化（階
層制・人間志向），エッフェル搭役割志向的文化（階層制・課業志向），プロジェクト志向的文化誘
導ミサイル（平等主義・課業志向），自己実現志向的文化保育器（平等主義・人間志向）の 4つに
分類し，従業員間の関係，権限に対する態度，思考と学習方法など 7つの角度からそれぞれの企業
文化タイプ間での比較を行った．さらに 4つの企業文化の国別パターンを分類．その結果，誘導ミ
サイル型企業の最高評点はアメリカとイギリス，家族型企業の最高評点はフランスとスペイン，保
育器型企業の最高評点はスウェーデン，エッフェル搭型企業の最高評点はドイツが得た．
3.2　Institutional Approach
以上の 2つの研究以外にも国別カルチャーと国によるマネジメントの違いに関する多くの研究が
行われている（Hall, Laurent, Lincoln, Kalleberg, Handy, Bjerkeなど）．だが Culture Approachには多
くの問題があり，HRMが国によって異なる説明としては有効性が低いという意見も多い（Child 
2000, Lane 1989, 1995, Wilkinson 1996）．たとえば Lane（1989）は Culture Approachに対して以下
の問題を含めたいくつかの問題を指摘している．ひとつは，ビジネス組織に影響を与えているカル
チャーの内容を特定しなくては，カルチャーはブラックボックス化してしまうが，これは非常に困
難である．もうひとつは，特定したカルチャーの内容が実際に組織構造や組織行動に影響を与えて
いることを証明しなくてはならないが，これも非常に難しい（だが筆者は特にマネジメントスタイ
ルなど組織内の人間関係に関する Culture Approachからの研究は意味のあるものと考えている．こ
れが本論文で Cultural Approachを取り上げた主な理由である）．
Culture Approachに対して近年多くの研究者が支持しているのが Institutional Approachである
（Institutionは日本語で“制度”と訳されているため，Institutionを制度と記述する）．Institutional 
Approachでは社会によってビジネスシステムやマネジメントスタイルは異なることに焦点を当て，
その原因を社会における制度的な特色に求める．なお制度には，公式化に文書化された制度，公式
に文書化された制度ではないが，長い間社会に定着することによって社会の中で制度のように機能
する社会的特色の 2つの側面があり，特に 2番目の習慣的な制度を重視しているのが Institutional 
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Approachの特色である．主な制度の対象となるのは国の政策，法的枠組み，フィナンシャルシス
テム，市場構造，株主構造，労使関係，家族関係，家族を超えた人間関係，マネジメントスタイル
などである．
Institutional Approachでは長い歴史の間に社会で特定の社会制度（公式・非公式の双方の面で）
が形成されると捉える傾向がある．なお Institutional Approachでも制度を作り出す要因としてカル
チャーの重要性を認めているが，Cultural Approachがカルチャーはほとんど変化しないものである
と捉えているのに対して，Institutional Approachでは変化はゆっくりとし，抵抗を伴ったものであ
るが，経済環境・技術革新などに適応して変化するとしている（Lane 1989, 1995, Child 2000）．
具体的な社会制度の要因を，ここではWhitley（1992）が指摘した制度要因に基づいて紹介する．
Whitelyは社会制度を，社会制度を長い歴史の中で形成され，定着した人間関係の特色に関する背
景的社会制度（background institution）と，背景的社会制度の全般的な影響によって形成され，各
国の経済・経営システムに直接の影響を及ぼす直近の社会制度（proximate institution）の 2つに分け，
それぞれのタイプの社会制度の内容を示した（表 2）．
Ⅲ．HRMの国際比較
個別企業を超えた IHRMの視点の 2番目は HRMの国際比較である．世界各国の HRMにはさま
ざまな特色があるが，いくつかの切り口から分類することができる．そこでここでは，まず HRM
の特色に大きな影響を及ぼす株主構造とコーポレートガバナンス構造の違いから HRMの国際比較
を行う．なお株主構造は企業の所有に関わるものであり，コーポレートガバナンスの要因のひとつ
であるが，本論文ではコーポレートガバナンスは株主や債権者の経営コントロールに焦点をあてる．
世界の先進諸国（北アメリカ・ヨーロッパ諸国・日本など）の株主構造は，少数のビジネスの関
係をもつ大株主からなる構造と，ビジネス関係をもたない多数の小株主からなる構造の 2つに大別
表 2　社会制度の要素
背景的社会制度 ・親族以外の人に対する信頼の度合い
・家族を超えた集団に対するコミットメントとロイヤリティの度合い
・個人主義の度合い
・権威関係の非個人化と公式化の度合い
・権威の役割に対するタイプ
直近の社会制度 ・国の産業施策のタイプとリスクシェアリングの度合い
・フィナンシャルシステム
・教育制度・職業訓練制度
・労働組合の性質
・公的に認定されたスキルと専門性の重要度合い
出典：Whitley（1992）より筆者が作成
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され，前者には日本や大陸ヨーロッパ諸国，後者にはアメリカやイギリスなどの国が入る．さらに
この株主構造の違いはコーポレートガバナンス構造に影響を与え，日本・大陸ヨーロッパ型株主構
造では，組織と直接的な関係をもつ少数の組織内外のステークホルダーによってコントロールされ
るインサイダーシステムと呼ばれるコーポレートガバナンス構造が形成される．これに対して，英
米型株主構造では，数多くの組織とは直接の関係をもたない組織外のステークホルダーによってコ
ントロールされるアウトサイダーシステムと呼ばれるコーポレートガバナンス構造が形成される
（Kester 1996, 1997, Short and Keasey 1997）．そしてアウトサイダーシステムでは，株主たちにとっ
て株保有の主な目的はキャピタルゲインやインカムゲインとなる．そのため企業に常に高い利益を
求めるようになり，企業には常に短期利益の追求が不可欠となるため，企業と従業員との関係も短
期的なものとなり，企業が従業員の人材開発に投資することも少なくなる．これに対してインサイ
ダーシステムではビジネスの関係をもつ大株主にとって投資先企業の短期的な利益以上に長期的な
ビジネスの成功が重要となるため，企業にとっては長期的な視点を持つことが許されることとなる．
したがって企業と従業員との関係も長期的なものとなり，企業の従業員に対する人材開発投資も高
くなる（Whitley 1992, Dore 1989, Marginson and Sisson 1994）．
さらに，Marginson and Sisson（1994）はインサイダーシステムの国を HRMのタイプによって大
陸ヨーロッパタイプと日本タイプに分ける．前者では従業員に対する職業教育は，個々の企業では
なく国（中央・地方），教育機関，経営者団体，労働組合などからなる外部機関による教育が中心
となっており，これに対して日本では職業教育の中心は個々の企業である．そのため，日本では企
業特殊スキルの教育度合いが高まり，大陸ヨーロッパでは産業や職業別に一般に通用する一般スキ
ルの教育割合が高まり，日本企業のほうが従業員の特定企業への定着率が高くなる傾向となる．
世界各国の HRMの特色を異ならせる要因は，株主構造・コーポレートガバナンス構造以外にも
数多く存在する．そこで社会制度として多くの要因を考慮した Institutional Approachによる HRM
タイプの比較として Whitley（1999）の世界のワークスタイルの分類を紹介する．Whitleyは
「Institutional Approach」の項で紹介したとおり，さまざまな社会制度に基づいて世界のワークシス
テムを以下のように分類している．
・Taylorist
職務の分散化が強く，職務内容が細かく規定され，これを基に職務ベースのマネジメントが行わ
れる．また職務分担や仕事の進め方に対してマネジメントのコントロールが強い．Tayloristにはア
メリカ・イギリスなどの国が含まれる（特にアメリカ）．Tayloristでは，マネジメント層と従業員
層との区分が強く，ワーカーに対する職務保障は低い．
・Delegated Responsibility
職務における問題発見や解決に対する従業員参画を重視する．マネジャーと従業員の相互依存や
コミットメントが不可欠となる．Delegated Responsibilityのワークシステムはさらに，仕事の分配
や個人の職務内容，仕事の進め方を従業員と協議しながら進める大陸ヨーロッパ型（Negotiated）と，
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仕事の進め方は従業員と協議するが仕事の分配はマネジメントが行う日本型（Paternalist）に分か
れる．報酬は，大陸ヨーロッパ型では正式に認定されたスキルに応じて決定される傾向が強く，日
本型では上司によって評価された能力や成果に基づいて決定される傾向が強い．
・Flexible Specialization
このワークシステムでは仕事の進め方や出来上がった製品に対するフレキシビリティを重視す
る．企業規模は小さいところが多い．仕事の内容は変化しやすく，従業員にもフレキシビリティが
要求される．従業員の企業間の移動は頻繁で，マネジャーと従業員間相互のコミットメントは弱い．
この Flexible Specializationはイタリアやデンマークなどの小企業における Artisanalと，中国や東
南アジアなどアジア新興諸国のファミリービジネスに代表される Patriarchalに分けられる．
Artisanalにおいて企業の競争力は，従業員のスキル，フレキシビリティ，革新性などに負うところ
が大きく，職務の幅は広く柔軟性に富み，従業員の裁量権が強い．Patriarchalでは職務内容や仕事
の進め方に対するオーナーマネジャーのコントロールが強く，オーナーマネジャーと従業員との隔
たりは大きい．
なお具体的に世界各国の HRMを比較する研究は数多く行われているが（Lane 1989, 1995, 奥林・
今井・風間 2000, Ferner and Hyman 1998など），本論文では各国の HRMシステムの具体的比較は
扱わないこととする．
Ⅳ．個別企業における IHRM
これまで個別企業の IHRMの外部環境について議論してきたが，これから個別企業の IHRMに
入っていく．ここで個別企業の IHRMに入る前提としておさえておきたいのは，これまでグロー
バル化がどの程度進展しているか，国による HRMの違いを議論してきたが，HRMの分野でグロー
バル化を進展させ，さらに各国のもつ HRMの特色に変化をもたらす大きな要因は企業の国際化（具
体的には多国籍企業の HRMの実践）にある（Marginson 1994, Marginson and Sisson 1994, Ferner 
1994, Ferner and Quintanilla 1998, Ferner他 2001）ということである．
個別企業の IHRMは，企業の IHRMに関するタイプ分類，SIHRMに影響を与える要因，Stra-
tegic IHRM （SIHEM）のフレームワークの面から議論していく．まず IHRMのタイプ分類からみ
ていく．
1．IHRMのタイプ分類
これまでの研究からは，本社が構築する全体としての IHRMの枠組みは，いくつかのタイプに
分けられる．Perlmutterと Bartlett and Ghosalの研究を通して，IHRMのタイプ分類を紹介する．
（1）Perlmutterの分類
Perlmutter（1969）は本社と現地法人の関係を Ethnocentric，Polycentric，Regiocentricの 3つに
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わけ，さらに将来的な方向として Geocentricを挙げた．4のタイプの内容は以下のとおり．
Ethnocentric ＝ 本社中心のマネジメントを行う．たとえば重要決定は本社が行い，子会社の重
要ポストは本社派遣の人材が任命される．
Polycentric ＝ 進出先の状況への適応が重視され，日常的業務・意思決定は子会社に任される
ことが多い．子会社のトップは現地人材が任命されることが多いが，本社トッ
プ層への任用は少ない．
Regiocentric ＝ Polycentricに類似しているが，現地子会社のマネジメント単位を各国ではなく
より広い広域ベースで進める．
Geocentric ＝ 本社と子会社群の活動が相互に有機的に統合され，グローバルベースで事業活
動を行おうとする．
（2）Bartlett and Ghoshalの分類
Bartlett and Ghoshal（1992）は多国籍企業の形態としてMultinational，International，Globalの 3
つのタイプを指摘し，将来の方向として Transnationalを提案している．
Multinational ＝ 進出先の各国の状況への適応が重視され，現地子会社にはかなりの経営上の独
自性が許される．現地子会社の経営には，本社からの派遣社員とともに現地出
身者もあてられる．
International ＝ 子会社にある程度の自主性は持たせるが，経営の基本は本社の指示に従わせる．
現地子会社の経営幹部は本社派遣の場合も現地出身者の場合もある．
Global ＝ 親会社の強力な指導の下，現地経営が行われる．子会社のトップのほとんどが
親会社から派遣される．
Transnational ＝ 以上 3つの戦略では部分的な利益しか実現できないとして，本社と現地法人が
有機的に結びついて活動を行う組織が求められる．具体的には，世界のグルー
プ企業間でのネットワークを通じてのフレキシビリティの拡充，世界的なグ
ループ企業の学習能力によって世界規模の競争優位を実現する企業であり，こ
ういった企業には世界規模のグループ企業間で情報・知識・スキルの拡散，本
社・現地法人双方のグループ内所属企業の相互依存，グループ所属企業の専門
化などが要請される．
また Ghoshal an Westney（1993）は Transnational Corporationを多国籍企業の理想型として，①
競争力の企業グループ内での分散化（本社だけでなく各現地法人もそれぞれ技術力，革新力など競
争力を有する），②相互依存性（各現地法人は本社との間だけでなく，現地法人相互間でも連結し，
相互依存性を有する），③サブユニット間のタイトな連携（緊密なコミュニケーションや綿密に調
整された戦略・報酬システムなどによって，自らは直面していなくてもグループ内の他の法人が直
面している環境変化への対応力を学習する），④ユニット間での相互学習，⑤組織構造の柔軟性，
という特徴をもつとしている．
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2．IHRMに影響を与える要因
研究者たちは以上のように IHRMのタイプをいくつかに区分しているが，特定の企業の IHRM
がこのうちのいずれのタイプの属するか（あるいは類似するか）にはその企業をとりまく環境が影
響を及ぼす．そこで企業の IHRMに影響を与える要因についてみていく．
2.1　親会社本国の影響
多くの研究者の意見が，企業がどういった IHRM戦略をとるかに影響を与える大きな要因として，
本社が位置する国の影響と受入国の影響の2つを挙げている（Ferner 1994, Ferner他 2001, Marginson 
1994, Marginson and Sisson 1994, 2002）．そこでこの 2つの影響についてみていくこととする．まず
本社が位置する国の影響について．
「Contextual Approachの理論的背景」の項でみたように HRMに影響を与えるカルチャーや社会
制度（Social Institution）は世界各国で異なるし，さらに「HRMの国際比較」の項でみたようにコー
ポレートガバナンス構造や社会制度によって HRMシステム自体も世界各国で異なっている．全社
的な IHRM戦略を構築するのは，本社であるため多国籍企業においても本社が位置する国のカル
チャーや社会制度，HRMシステムの特色が大きな影響を与えることとなる．
すべての多国籍企業で，本社が位置する国の影響を受ける傾向があるが，特に Ethnocentric型
（Perlmutterの用語），Global（Bartlett and Ghoshalの用語）型の IHRM戦略においては，本社が位
置する国の影響が全社的な IHRMにより大きく影響を与える．Marginson and Sisson（1994）は，
親会社本国の HRMを海外の現地法人に導入する傾向が強い IHRM戦略を Innovatorと表現し，ア
メリカ企業や日本企業をこの例として挙げ，進出先の状況に HRMを適応させる IHRM戦略を
Adapterとし，ヨーロッパ企業をこの例として挙げている．また Bartlett and Ghoshal（1992）は，
日本企業の IHRM戦略を Globalと分類し，最も本社の HRMの現地法人への導入が高い国とした．
さらに日本企業の本社と子会社の関係を，本社を中心とした“中央集権型のハブ”と指摘している．
もうひとつ親会社が与える影響として指摘したいのは，Divisionalisation（部門への分権化）の度
合いが与える影響（Marginson and Sisson 1994, Purcell and Ashlstrand 1994）である．アメリカやイ
ギリスの企業では企業内の事業部へ意思決定の分権化が進み，海外進出についても事業部単位で決
める傾向が強まっている．だが英米以外の先進国，特に日本では英米企業に比較して分権化の進展
が遅い（近年は社内分社，持ち株会社化などで分権化はすすんでいるが）．そのため英米ではこの
事業部への分権化は HRM，IHRMの分野でも進んでいるが，日本ではこの両者においても分権化
の度合いは低い．
2.2　受入国の影響
これまでみてきたようにカルチャーや社会制度，HRMの特色は国によって異なるため，企業は
事業を行う環境に適した HRM戦略をとる必要が生じる．特に法律や税制などの規制が大きな影響
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をもち，雇用条件に対する規制が大きいほど進出先の国の状況に合わせて，本国の HRM施策を変
化させる度合いが大きくなる．たとえばドイツやオーストリアのような従業員参加の法的な基準が
高い，解雇に対する条件が厳しいなど雇用に対する規制が大きい国などは適応しなければならない
度合いが高くなる（Ferner 1994, Ferner 他 2001, Marginson 1994, Marginson and Sisson 1994, 2002）．
このような受入国によって決められる雇用条件を含めた労働条件に関する規制は，その国に進出
する多国籍企業にとってはコスト増ととらえられる．だが，このような規制の強い国はアメリカや
イギリスなど雇用に関する規制の少ない国に比べて，労働者のスキルが高くなる傾向があり，これ
は進出する企業にとって有利となる．たとえば解雇に対して従業員との共同決定を求めるドイツの
ように解雇に関する規制が強い国では，職業教育が発達し，企業にとってのコスト増を人材の知識・
スキル向上による品質向上によって補うことができる．雇用に対する負担を減らして企業競争力を
強化しようとする戦略を Cost-Oriented Strategy，人材の質向上を通じて企業競争力を強化しよう
とする戦略を Skill-Oriented Strategyといい，アメリカやイギリスは前者に，日本やドイツは後者
に分類される（Ferner 1994, Ferner他 2001, Keep 1999, Brown 1999）．
2.3　投資目的による影響
海外投資先の HRM戦略は，投資目的にも影響を受ける．そこで投資目的別の海外投資先の決定
条件と，投資目的別の海外進出先での HRMの特色についてみてみる．進出先決定の主要な要因と
しては，まず現地市場への参入がある．この場合には他の条件によらずその国に投資しなくてはな
らない．ついで投資目的に関係なく，多国籍企業が挙げる進出先の条件としては，治安がいい，政
治的に安定している，物流システムが整っている，言語コミュニケーションが比較的楽にできる，
労働者の教育レベルが高いなどがある．これらの条件以外で重要なのは，受入側の国が提供する条
件と進出目的の 2つを比較検討するということである．つまり，コスト目的によって進出するか，
高知識・高スキルの従業員を求めて進出するかによって進出先決定の要件が異なる（Ferner 1994, 
Ferner他 2001, Marginson 1994, Marginson and Sisson 1994）．
進出目的によって，海外現地法人での HRMにも変化が現れる．特に第一線の現場従業員の教育・
訓練には進出目的による影響が大きい．すなわち進出先の従業員のスキル・知識によって高生産性・
高品質・高付加価値製品を実現することを主たる進出目的としている場合には，従業員に対する教
育・訓練が向上する傾向があり，低コストを求めて進出した場合には教育・訓練のレベルが低下す
る傾向がある（Peck and Stone 1993, Knell 1993）．
3．SIHRMのフレームワーク
以上，個別企業がとる IHRM戦略を，タイプ分類と IHRMに影響を与える要因から探ってきた．
これらは IHRMのある部分に焦点をあてての議論という側面が強かったが，次に IHRMのより包括
的なモデルを 2つ紹介する．この 2つのモデルはともに Strategic Human Resource management
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（SHRM）のフレームワークの中で IHRMをとらえようというものである．SHRMの定義は数多いが，
ここでは“SHRM explicitly links with HRM with the strategic management process of the organization 
and to emphasize coordination or congruence among various human resource management practices”
（Schuler and Jackson 1987, Wright and McMahan 1992, Taylor他 1996; 960引用）を用いる．
（1）Schuler, Dowling and De Cieriのモデル
SIHRMで紹介する 1番目のモデルは，Schuler他（1993）が提示したモデルである．Schulerた
ちの SIHRMの定義は以下のとおり．“Human resource management issues, functions, and policies 
and practices that result from the strategic activities of multinational enterprises and that impact the 
international concerns and goals of those enterprises”（1993; 720）.
Schulerたちのモデルは，IHRMに影響を与える組織内外の環境要因，IHRMに関する事柄
（Strategic International HRM issues），IHRMがもたらす結果，を含んだもので HRMの原因と結果
に関する包括的なモデルといえる．
モデルの内容は，SIHRMに影響を与える環境要因を組織の内と外に分け，外部環境要因として
産業の特色，国・地域の特色などを，内部環境要因として国際的な業務遂行システム，本社におけ
る国際化に対する方針，競争戦略，国際業務システムのマネジメントに対する経験などを指摘．こ
れらの環境要因が SIHRMに影響を与え，さらに SIHRMが企業の競争力，効率性，地域への対応力，
柔軟性，知識・スキルの移転などに影響を与える，という SIHRMの結果を示している．また戦略
的多国籍企業の要因（Strategic MNE Components）として，グループ企業内の関連（Internal 
Linkage）と各企業内部の事業活動（Internal Operation）の 2つの領域を提案．Internal Linkageで
はグループ全体としてどの程度 HRMを統合するか，あるいは各現地法人にどの程度自主性をもた
せるかが主な課題となり，Internal Operationでは各法人で現地の状況へ適応しつつ，同時に企業グ
ループ全体としての統合のバランスを図りながら，競争優位を実現する具体的な施策の立案・実行
が主な課題となる．
それぞれの項目の具体的な内容としては，Internal Linkageでは，HRMの全体的な方向性，HRM
を実行するための時間・エネルギー・資金などの全体的なリソースの決定，HRMを実行するため
のリソースの分配決定の 3つの領域を指摘している．他方 Internal Operationは HRMに関する全
般的なガイドラインと特定 HRM施策の立案・実行に関するものである．
（2）Tyler, Beechler and Napierのモデル
Taylorたちは RVB（Resource Based View）と Resource Dependent Theory（Pfeffer and Salanick 
1978）に基づいて SIHRMのフレームワークを提示した．なお Taylorたち（1996）の SIHRMの定
義は前述の Schulerたちの定義に準じている．Taylorたちのモデルでは，SIHRMに対して，本社
と海外現地法人の果たす役割を以下のように規定している．
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①本社レベルの SIHRM
全体的な IHRMを構築するトップマネジメントの方針によって SIHRMの枠組みは決められる．
この方針は以下の 3つに分かれる．
・Adaptive SIHRM
各海外現地法人においてそれぞれの環境に適した HRMシステムを作り出すことを重視し，現地
法人に多くの自主性を与える．
・Exportive SIHRM
本社の HRMシステムを海外現地法人に移転することを重視する．本社の HRMシステムを中心
として世界規模のグループ企業全体としての HRMの統一を目指す．
・Integrative SIHRM
本社と海外現地法人のいずれを問わずベストプラクティスを発見し，ベストプラクティスのグ
ループ企業全体への普及を目指す．本社と現地法人の HRMシステムを組み合わせて新たな HRM
システムを作り出し，これをグループ全体の統一した HRMシステムとして導入していく．だが同
時に海外現地法人に対しては現地の状況への適応を考慮し自主性も残す．
以上 3つの戦略からどの戦略を選択するかは，本社レベルにおける SIHRMの選択（Adaptive, 
Exportive, Integrative）と，トップマネジメントが自社の HRMコンピテンス 2）がその国の状況に
よる特有のものかあるいは他の国へも汎用性のあるものかに関する考え方，の 2つの要因によって
主に決定される．
②海外現地法人の HRMシステム
現地法人が本社の HRMシステムをどの程度導入しているかの度合いは，現地法人が本社に対し
てリソースの面でどの程度独自性を有しているかによる．具体的には，本社と現地法人の間のどの
方向（本社から現地法人，現地法人から本社，本社と現地法人の双方向）で，どの程度リソースの
交流があるかどうかによる．なお現地法人から本社へのリソースの流れが大きいほど，本社が現地
法人のリソースに頼っている度合いが高くなる．本社と現地法人の間のリソースの流れの方向と程
度によって HRMシステムの型は，Global Innovator（現地法人から本社へのリソースの流れが大き
く，本社から現地法人へのリソースの流れが小さい），Integrated Player，Implementer，Local 
Innovatorの 4つに区分される．本社と現地法人の間のリソースの流れが大きくなるほど，現地法
人に対するコントロールの必要性が上がる．また現地法人から本社へのリソースの流れが大きいほ
ど Global Innovatorあるいは Integrated Playerの比率が高まる．
現地法人に対する本社のコントロールの度合いを決める要因としては，本社と現地法人の間のリ
ソースの流れ以外にも，①現地法人が新たに設立されたものか，買収あるいは合弁など以前からあっ
2） Taylor他における HRMコンピテンスとは “the belief, expressed in corporate as well as personal commu-
nication that the firm’s way of managing its employee gives the firm an advantage cover it competitors” (Taylor 
1996; 969pp).
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たものか，②本社と現地法人が位置する国の文化の違い，③地位理的に離れている度合い，などに
よっても異なってくる．すなわち，①に関しては新たに設立された現地法人のほうがコントロール
の度合いが高く，②に関しては文化の違いが大きいほどコントロールが少なくなり，本社と現地法
人の HRMの類似性は減少し，③に関しては地理的に離れているほどコントロールが少なくなり，
本社と現地法人の HRMの類似性は減少する．
以上 2つの SIHRMのフレームワークを紹介したが，この 2つのモデルに関していえることは「グ
ローバル化に対する理論的アプローチ」の項で述べた Universalist Approachと Contextual Approach
の 2つの視点からみると，2つのモデルとも Universalist Approachに近い立場にあるといえる．こ
の理由は 2つのモデルとも現地法人の状況に適応すべきとして，適応すべき状況として Contextual 
Approachで紹介したカルチャーや政府施策，法律，税制などカルチャー以外の制度的側面につい
て言及しているが，Contextual Approachが指摘している内容によってどのように HRMシステムが
変化してくるかについては十分に分析しているとは言いがたいためだ．
お　わ　り　に
本論文では IHRMが対象とする範囲を，IHRMの 3つの領域に区分してこれまでの主な研究を
概観した．本論文の目的は冒頭に述べたように，本論文の目的は英文文献調査に基づいて英語圏の
国でこれまで IHRMに対してどういう分野でどういう議論が行われてきたか，を概観することに
あるが，もうひとつの目的として，今回示した領域の中で著者自身が今後研究を進めていきたいと
考えていることが挙げられる．筆者の本論文執筆のモチベーションは，研究の出発点としてこれま
での IHRMに関する議論を，領域ごとに区分することで全体の俯瞰図を作りたいというものである．
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ABSTRACT
This article reviews discussion of the International Human Resource Management (IHRM) based 
on English literatures. Firstly, the article divides areas of the IHRM into three areas; IHRM in 
individual firms, influence of economic and business globalization, and international comparison of HRM 
systems. Further, influence of globalization and international comparison are largely categorized as the 
same category, since the both areas are concerned with external environment that influence the IHRM 
in individual firms. The author summarizes the main discussion in the three areas. In the influence of 
economic and business globalization, the author presents two different approaches as universalist 
approach and contextual approach. Further, two theoretical explanations in the contextual approach — 
cultural approach and institutional approach — is discussed. Secondly, the author points out two 
perspectives in the international comparative HRM as different types of corporate governance structure 
and HRM, and classification on work systems under the institutional approach. Thirdly, the author 
argues issues concerning the IHRM in individual firms. The argument is largely divided into three; 
types of the IHRM strategy, factors that influence types of the IHRM strategy and framework on the 
SIHRM.
Keywords: international human resource management, universalist approach VS contextual approach, 
international comparative HRM, types of the international human resource management, framework on 
strategic international human resource management
